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大都市制度と税財政 ―制度・歴史・課題― 

 

2015.7.12 木村 收 

 

１．戦前期の大都市制度と特別市制問題 

（１）市制町村制の施行（1889.4.1）と変則的市制特例（市長を知事が代行等） 

    （東京・京都・大阪の３市で 1898.9 まで） 

（２）地方自治制度史にみる大都市特例制度の類型 

   ①府県制と三部（経済）制 

    （当初３府４県で実施・1925大阪府を皮切りに順次廃止し、1940 全廃） 

   ②東京市区改正条例と５大市への準用（1918） 

   ③道路法の特例（1919） 

   ④六大都市行政監督の緩和と特別市制運動 

    ・1922.3 六大都市行政監督二関する法律公布 

    ・1929  民政党内閣大都市制度調査会設置 

    ・1935.3 六大都市行政監督中改正ノ件 

   ⑤1943.6 東京都制（府・市ともに廃止し都）・東京都官制 

   ⑥大都市特例制度としての区制 

    ・３市特例→勅令により３市は法人区（東京は自治区、京都・大阪は行 

政区として運用）、その他は行政区設置（1911） 

    ・東京市では自治区と学区が同一区画（1941 まで）、大阪市では学区は 

校区を単位とし、1927.3小学校区廃止 

（３）戦前期の大都市財政 

  ・税は附加税中心 

 

２．昭和２０年代（1945～1954）―大都市制度改革をめぐっての混迷期 

（１）地方自治法の成立（1947.5.1 施行）と特別市制（住民投票実施なし） 

（２）シャウプ勧告による地方税財政制度の特徴 

  ・理念は市町村税重視、結果は静態的税制で都市的税目を失う 

  ・地方財政平衡交付金制度 

（３）特別市制の凍結と事務配分の再検討 

  ・地方行政調査委員会議（神戸委員会）勧告―1次（1950.12）、２次（1951. 

9） 

  ・地方制度調査会「地方制度改革に関する答申」（1953.10） 

（４）講和条約発効（1952.4）と逆コースの流れの下での地方財政制度の見直し 
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  ・義務教育費国庫負担金制度の復活（1953） 

  ・自治体警察の廃止（1954.７）と５大市警察の１年存続 

  ・教育行政制度改革と５大市の特例（教職員給与負担は府県、人事権は市） 

  ・シャウプ税制を改変・変質させた 1954 年度税制改正と地方交付税制度 

（５）東京都制と特別区 

  ・地方自治法で特別区は基礎的な地方公共団体（都区２層制） 

  ・1952 年改正で特別区は都の内部団体へ（1975 区長公選制復活、1998改正 

＜2000 施行＞で２層制復活） 

 

３．指定都市制度の成立（1956） 

  ・妥協の産物 

  ・高度経済成長がはじまる直前の制度改正 

  ・税制は道府県税と市町村税に２分した画一税制 

 

４．都市問題の進展・深刻化と大都市財政の構造的危機の噴出 

（１）1950 年代の地方財政危機と大都市財政 

  ・地方財政再建国会（1955.12）と地方財政再建特別措置法の成立 

（２）1960 年代における都市問題の噴出と大都市財政の構造的危機の噴出 

（３）大都市富裕団体論と大都市の反論 

  ・財源調整論が高まるなかでの市町村税の相対的比重陥没 

（４）大都市富裕団体論の自壊と地域政策の動向 

  ・1964 年度にすべての指定都市（旧５大市と北九州市の６市）が交付団体 

となる（大都市所在府県の財源超過額は巨額化） 

  ・「税源帰属」の適正化とたばこ消費税の課税方式の改正（従価から従量へ） 

  ・全国総合開発計画（1962.10）と地域政策 

（５）大都市税財源拡充運動（1964～）の展開とその成果 

  ・税制調査会の報告・答申（1964～） 

  ・衆・参両院地方行政委員会での附帯決議（1965.3～） 

  ・地方制度調査会答申 

  ・大阪府・市論争（大都市税制をめぐって 1965.9大阪府「見解」発表・大阪

市「意見」で反論、さらに５府県連絡事務局「見解」（66年秋に再び「見

解」あり論争再燃） 

  ・自治省「大阪府市行政調査報告書」（1965.2） 

  ・大都市税財源の拡充（①税源の拡充＝（ア）法人所得課税、（イ）道路特定 

財源、（ウ）新税、（エ）その他の既存税制の見直し等、②差等補助の廃止・ 

縮小、③超過負担の解消への努力、④その他） 
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  ・事務所事業所税構想（国税＜４省庁＞か一般的大都市再開発財源＜自治省 

＞か） 

  ・国は均衡財政主義から離脱（1965補正予算、66から建設国債発行）すると 

ともに財政硬直化キャンペーン ―きびしい財政環境 

  ・地方制度調査会「大都市制度に関する答申」（1970.11） 

 

５．高度経済成長の終焉と行財政改革期の大都市―オイルショックから 1980年代 

（１）地域政策の動向と事業所税の創設（1975）、法人税割の拡充（1974、1981） 

（２）「増税なき財政再建」と不公平税制是正等既存税制の見直し中心の税制 

（３）国の税制環境の悪化に伴う財政調整論の再燃 

  ・水平的調整＋垂直的調整（地方→国） 

  ・臨時行政調査会第３次答申（「基本答申」1982.7 の「選択と負担」論） 

  ・既存税制の見直しと消費税の導入と消費譲与税（1989） 

（４）国庫補助負担率の一律引下げ（1985予算～） 

  ・逆転した垂直的財源調整（地方→国） 

（５）東京都「新財源構想研究会」（1972.8）報告と法人関係税超過課税 

（６）1980 年代までに指定都市は 11 市へ（1972 札幌・川崎・福岡、1980 広島、 

1989仙台） 

 

６．バブル経済崩壊後の大都市を取り巻く状況の変化 

（１）景気対策による借金依存で肥大化・硬直化した地方財政 

  ・「失われた 10年」と景気対策・財政再建への取り組みの交錯 

    △1998.11 大阪府財政赤字宣言（山田知事） 

    △2002.11 大阪市財政非常事態宣言（磯村市長） 

  ・更新需要・維持管理費の増加 

  ・財政健全化法：景気対策から行政改革へ 

（２）「平成の大合併」と増加した指定都市 

  ・「平成の大合併」：市町村数 3,232（1999.3）→1,821（2006.3）→1,719（2014.3） 

  ・指定都市は増加し 21 市へ：1992 千葉、2003さいたま、2005 静岡、2006堺、 

2007浜松・新潟、2008 岡山、2009 相模原、2014熊本 

 

７．地方分権改革のこれまでと大都市 

  ・キーワードは「自己決定権」と「自己責任」 

  ・官から民へ・・・・・規制緩和 

  ・国から地方へ・・・・・地方分権 

  ・縦割りの「画一と集権」から、住民参画による「多様と分権」へ 
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（１）第 1 次分権改革 

  ・1995.5 地方分権推進法と 95.7地方分権推進委員会（５次にわたる勧告と 

最終報告） 

  ・1999.7 地方分権一括法 

（２）三位一体の改革 

  ・2000.7地方分権改革推進会議発足するが、三位一体の改革は「骨太の方針」 

によって進められる 

  ・2005.11 政府・与党合意（国家補助負担金改革、税源移譲、地方交付税改

革を一体とした改革） 

  ・三位一体の改革の評価 

    ・財政再建下において三位一体改革が果たした役割とその限界（府県税 

重視の住民税改革） 

    ・財政調整論 

    ・新型交付税（人口・面積重視） 

（３）第２次分権改革 

  ・2006.12 地方分権改革推進法 

  ・2007.4 地方分権改革推進委員会（2008・2009中に４次の勧告） 

  ・2011.4、2011.8、2013.6、2014.6の４次にわたる一括法で義務付け・枠付 

   け見直し、基礎自治体への権限移譲、国から地方公共団体、都道府県から 

   指定都市への事務権限移譲（今後さらに県費負担教職員の給与負担など） 

 

８．地方制度改革に向けての動向 

（１）地方制度調査会 

   ①第 27 次（2001.11～2003.11） 

    ・基礎自治体・大都市・都道府県のあり方等を審議 

    ・2003.11「当面の地方税財政のあり方についての意見」 

   ②第 28 次（2004.3～2006.2） 

    ・2006.2「道州制のあり方に関する答申」 

     （参考）2012.12 関西広域連合設立（広域防災等７分野） 

   ③第 30 次（2011.8～2013.6） 

    ・「我が国の社会経済、地域社会などの変容に対応した大都市制度のあり 

方」を審議 

    ・2013.6「大都市制度の改革及び基礎自治体行政サービス提供体制に関 

する答申」 

 ・指定都市制度の改革（（ⅰ）都道府県から指定都市への事務移譲と 

これに伴う税源配分の見直し・調整会議設置による「二重行政」  
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の解消、（ⅱ）「都市内分権」による住民自治の強化 

      ・特別区制度の他地域への適用にあたっての留意点 

      ・新たな広域連携の制度 

（２）地方自治法改正（2015.5）と大都市制度 

  ・第 30 次地方制度調査会答申（上記（１）の③）を受けた改正 

    ・指定都市制度の見直し（（ⅰ）区の役割の拡充、（ⅱ）指定都市都道府 

県調整会議の設置） 

    ・中核市制度と特例市制度の統合 

    ・新たな広域連携の制度の創設（「連携協約」・「事務の代替執行」制度） 

 

９．大阪における府市再編論議と大都市地域特別区設置法の成立 

（１）戦後指定都市移行までの特別市と 1955 大阪府地方自治研究会「大阪商工都」 

   （府・全市町村を廃止し、都と自治区を設置） 

（２）大阪府地方自治研究会「大阪新都構想」（2003.6 中間報告、2004．10最終 

報告） 

（３）2003.6 新しい大都市自治システム研究会（2001.11 府・市で設置）「中間整

理」 

（４）2006.3 大阪市研究会「スーパー指定都市」 

（５）2010.5 指定都市市長会「特別自治市」 

（６）2011.1 大阪府自治制度研究会「大阪にふさわしい新たな大都市制度を目指 

して」（最終とりまとめ） 

（７）2010.1 橋下知事定例記者会見で府市統合の必要性を示唆 

    ・2010.4 大阪維新の会発足、2011.11「大阪都構想推進大綱」 

（８）2012.8 大都市地域特別区設置法 

    ・議員立法による手続法 

    ・目的は「・・・地域の実情に応じた大都市制度の特例を設けること」 

 

10．大都市地域特別区設置法と大阪市廃止・分割構想 

（１）法定協議会発足そして住民投票 

  ・2013.2 大阪府・大阪市特別区設置協議会が発足、紆余曲折を経て 2014.7 

「特別区設置協定書」をまとめる 

  ・府・市の議会で協定書を議決（2014.10 否決→2015.2 可決）後、2015.5.17

市民による住民投票（投票率 66．83％、反対 50.4％、賛成 49.6％） 

（２）東京都区制度と対比して特別区設置協定書を検証―財源論を中心にして― 

  ①特別区設置協定書の特徴 

   ・“有機的総合行政体”（126年の歴史をもつ多様なソフト・ハードの集合
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体）を解体することの難しさと予見される行政の混乱・停滞についての 

    希薄な認識 

     △合併（合体・編入）は加減算、分割は前例のない割算で次元がまっ 

たく異なる→マンモス一部事務組合は「割り切れない」ことの象徴 

△賛成を得て２年で移行するという工程表の現実離れ 

△熟議による改革案ではなく政局マタ―として展開されたことのひず 

み 

   ・分権の流れに逆行した都区制度もどきの大阪府への集権体制 

   ・地方自治法の役割分担の考え方を無視した独自の“二重行政論”と独断 

的「広域」・「基礎」の役割分離論 

  ②都区制度は大阪府・市になじむか 

   ・戦前からの違いに加えて、都区制度 72 年、指定都市 64年の歴史の重み 

   ・社会経済条件の違い（都・府に占める特別区＜大阪市＞の割合の例） 

     △人口（2010 国調）：特別区 68.0％（都移行直後の 1944 は 90.6％）、 

     大阪市 30.3％ 

     △面積：特別区 28.5％、大阪市 11.7％ 

  ③財政力の格差 

   ・東京都・区は地方交付税の不交付団体（都区合算）、大阪府・市は交付団 

    体 

   ・特別区３税を前提にした財政調整交付金、目的税交付金では財源保障に 

程遠い 

     △特別区税相当３税比較（2013年度） 

      Ａ特別区 9,472 億円、Ｂ大阪市 1,688億円、Ｂ／Ａ＝17.8％（人口 

は 30.0％） 

     △人口 1人当たり住民税課税対象所得の格差（2013年度全国平均 100） 

      ：大阪市 91.7、特別区 156.3（最高は港区の 348.9） 

   ・府と特別区、特別区相互の間の財源をめぐる抗争 

  ④財政自治なくして団体自治なく住民自治も育たない 

 

むずび 

 ・大都市への分権と財源措置 

 ・都市内分権 
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